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政策目標１ 自然と人が共生するまち 

政策評価 （環境基本計画の政策評価 p１、２参照） 

【取組実績に関するコメント】 

①市民意見が全４４件の中で、政策目標１に対しては２５件と過半数で多い。 

②市民活動団体や地域住民と連携した自然環境の保全活動が継続的に実施されていることは、地域に根ざ

した取り組みとして評価できます。 

③生物多様性の理解促進に向けた講演会や環境学習事業の実施、広報媒体を活用した周知など、啓発面

でも多様な手法が講じられており、一定の成果が見られます。 

④緑地面積が減少している要因の一つとして挙げられている保存樹林の指定見送りや農地の減少に対して

は、制度面での検討や支援の強化が求められます。 

⑤今後は、取組を単発の事業で終わらせるのではなく、中長期的な視点で「緑の量と質」の両立を図るため、

政策としての一貫性と継続性を重視した展開を期待します。 

⑥アンケート調査結果など、人に向けた取り組みについては一定の効果や実績があったが、全体的に数量的

な実績が弱いと思われる。 

⑦先日も清水谷を案内して頂きましたが、市民活動団体の方々の協力が大きな役割を果たしていると感じま

す。高い志だけを頼りに活動して下さっていると思うので…財源の確保が難しいかもしれませんが、何かし

らそういった団体に助成できる仕組み作りが必要ではないかと感じました。調査をして下さっている方達に

も、何かしらの報酬が必要ではないでしょうか。 

⑧講座や体験会なども、実際に現場を知っている方々のお知恵を拝借したら良いと思います。 

⑨公園愛護会制度のように、市民の参加を促すような制度や仕組みを色んな分野で応用するのも良いので

はないでしょうか。 

⑩市民農園や援農ボランティア制度など、素晴らしい取り組みをもっとアピールしたり、他分野にも活かして欲

しいです。 

⑪本政策の取り組みには、市民団体の協力は不可欠であり、実際、その協力を得つつ、継続的な活動を進

めている。ただ、実施に取り組んでいる市民団体からは、市への要望や不満の声もあるように聞こえてお

り、その対応は慎重かつ真摯に取り組み必要があるかもしれない。 

⑫特別緑地保全地区において、指定を考えていた該当地区が土砂災害特別警戒区域に指定されたため、指

定が大幅に遅れているとのことであるが、関係部署内で指定面積を増やす代替策が検討されていないの

か、より具体的な案が出ているようであれば、そのことについて詳細を可能な範囲で明記していただきた

い。 

 

【総合評価に関するコメント】 

①引き続き緑地の保全の確保が重要 

②予算配分はどうか？ 

③市民の環境意識や満足度は全体として向上しており、「里山などの自然の緑」や「水と親しめる場所」に対

する満足度が目標を上回るなど、施策の成果が着実に現れている点は評価できます。市民参加による保

全活動や啓発事業の継続的な実施が、市民意識の醸成につながっていると思います。 

④緑地面積の割合が計画策定時を下回り、中間目標を達成できていない点については非常に懸念していま

す。市民の意識や満足度が高まっている一方で、物理的な環境の指標である「緑地面積」が維持できてい
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ないのは、施策の実効性という観点から見ても課題です。現状のままでは令和 12年度の期末目標の達成

は難しく、保存樹林の指定や農地の保全、都市計画との連携強化など、より積極的な対策が求められま

す。 

⑤外来種の増加など新たなリスクへの対応も含めて、自然環境の「質」と「量」の両面からの保全施策の強化

が必要です。今後も市民や団体との連携を活かしながら、緑の保全・再生に向けた実効性のある取組を期

待します。 

⑥自然環境の保全に関する複数の施策評価は自然環境評価調査の結果によるところが大きく、自然環境保

全政策の肝となる指標だと思うが、現在調査中であるため政策評価に活かせないのは残念。 

⑦そもそも、市民意見の割合で政策の評価をして良いものなのか…甚だ疑問に感じました。政策の是非に関

係ないのではないでしょうか。ましてや、情報発信が機能した結果だとはとても考えられません。 

⑧現実的に、緑地面積は減っており、自然環境の保全や維持がいかに難しいかを物語っています。ガイドラ

インや何かしらの制度や仕組みを作って、具体的な対策を講じる必要があるのではないでしょうか。現実を

よく知らない市民の感覚にフォーカスするのはナンセンスだと思います。実際に肌で感じている市民団体の

方々の声を取り入れるべきではないでしょうか。 

⑨本政策の市民の満足度等が、中間目標値を上回っている点は、様々な活動や情報発信の成果が表れて

いる。ただ、実際の生物多様性に状況ついては、自然環境影響調査の結果は出ておらず、評価できないな

いが、特定外来種の動向等には、引き続き注視し、必要に応じた臨機応変な対応に留意する必要がある。 

⑩緑地面積の減少は続いており、保存樹林の新たな指定などを、積極的に実施してはどうか。 

⑪緑地面積の割合は、計画策定時より減少しており、今の状況であれば今後の期末目標時点ではさらなる

減少が予想される。数値を高めるためには、課題として述べられているうちのどこかに注力する必要があ

る。より具体的な案を示していただきたい。 

 

政策目標５ 環境に配慮した行動を実践するまち 

政策評価 （環境基本計画の政策評価 p９、１０参照） 

【取組実績に関するコメント】 

①学校教育や公民館での講座、環境フェアの開催、ボランティア活動の支援など、環境学習や活動の機会を

広げる多様な取り組みが実施されており、一定の効果が出ていることは評価できます。 

②ごみ減量化や分別の徹底といった行動面では、特に事業者の取り組みが高い割合で実践されていることも

注目すべき成果です。 

③学習や活動の「機会」に対する市民の不満割合が依然として高いままであることから、取り組みの“実施”と

市民への“認知・参加”との間にギャップがある可能性がうかがえます。情報発信は行われているものの、

広報の方法や内容が参加者の関心や生活スタイルに十分配慮されていない点は見直しが必要だと感じま

す。今後は、より多くの市民にとって参加しやすい形での企画案やイベント計画、情報発信が必要だと思い

ます。 

④啓蒙活動や情報発信などについては、コロナ禍においてもオンラインや SNS 等も活用して、ある程度は工

夫し継続して実施できたと評価できるのではないか。 

⑤学校職員向けの環境学習 News や、各学校の取り組みを紹介するなど、やっている事は素晴らしいのです

が、はたして多くの方の目に触れているかが甚だ疑問です。出前授業も、ただ赴くだけでなく、その様子を
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発信するなど、次の機会創出に繋げる働きが欲しいところです。 

⑥ボランティア清掃も、皆が参加したいと思えるようなエンタメ性（ゲーム感覚、クイズラリー、など）をもっと取

り入れたら良いのではないでしょうか。 

⑦茅ケ崎市環境マネジメントシステム（C－EMS）も素晴らしい取り組みなので、市民や学校対象にも活用して

頂きたいです。 

⑧全体的に、目に触れる機会に繋がっていないような発信方法な気がします。ホームページを過信することな

く、果敢に多様な媒体にチャレンジして欲しいと思います。紙媒体も継続しつつ、PDF で見られるような環境

を作れば、より多くの人の目に止まるのではないでしょうか。 

⑨活動実践のためにさまざまなイベントを開催し、情報発信しているが、市民の「不満」は改善していないよう

に見受ける。何か、起爆剤となるような仕掛けに取り組めないか、庁内で知恵を出しあえないか？ 

⑩環境教育の出前授業としての実践や複数の手段を用いた情報発信等は、充実しているように思われる。 

 

【総合評価に関するコメント】 

①本政策目標のもとで、市民・事業者によるごみの分別や減量化といった実践行動が広く浸透してきているこ

とは、大きな成果として評価できます。特にごみ有料化を契機とした行動変容は、環境意識の高まりと施策

の効果がうまく結びついた事例だと思います。 

②「環境学習の機会」や「環境活動の機会」に対する不満の割合が依然として高い理由として「広報ができて

いない」と分析されている一方で、取組実績にはホームページや環境学習 News、環境フェアなどによる情

報発信を行っているとあり、やや矛盾を感じます。 

③情報発信そのものは一定の量が実施されているものの、内容や発信方法が市民の関心や生活実感に合

っていない可能性があるのではないでしょうか。 

たとえば、 

・情報が見つけにくい、アクセスされていない 

・内容が専門的すぎる、魅力的でない 

・子育て世代や若者など参加しやすい機会が不足している 

など、「やっている」けれど「届いていない」「参加したくなる形になっていない」点があるのかもしれません。 

今後は、広報の「量」よりも「質」、誰に・どのように届けるかを見直す必要があると思います。 

④環境への関心を持つ市民層をさらに広げ、行動変容につなげるためにも、意識と実践の橋渡しとなる仕掛

けの充実が今後の課題ではないでしょうか。 

⑤施策指標で、環境活動への参加者数などが減っていたが、それが環境活動への無関心ではなく、参加した

いのに機会が少ない、わかりにくい、参加しにくいということであれば、周知の仕方を改善することで不満割

合の低下や活動への参加者増加に向けた余地があると思われる。今後は、意識向上や理解を得るだけで

なく、市民ひとりひとりの行動に繋げていくことが課題か。 

⑥こちらもやはり、市民意見の割合で判断することに対して、疑問を感じます。学習＝行動変容にはなかなか

結びつかないと思いますし、そもそもアンケートの回答が正確なのかも怪しいところです。人は見栄を張っ

たりしますし、求められる人間像を演じがちだと思うからです。 

⑦行動変容を促すには、お得感か損したくないという感覚を与えることが大切だと考えます。アプリで仮想コイ

ンを貯めるとか、景品に応募できるとか、省エネすることで具体的にいくら電気代が安くなるなど、シミュレ
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ーション出来ると良いと思います。 

⑧市民団体との連携も、更に求められていくことと思われます。活動をアピールしてクラウドファンディングで

資金を調達するような支援を市がするのも良いのではないでしょうか。先行事例を研究して、より良い協力

体制を整えることが必要だと思います。 

⑨ゴミに関連した政策目標については、数値目標を下回っているが、施策の効果が浸透し、実際の数値に現

れること期待したい。 

⑩環境学習や活動の機会に対する不満率減少のため、効果的な広報や市民のニーズ把握を挙げられてい

るので、今後それらの具体的な対策を実施されることを期待します。 

 


